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Introduction

創刊によせて

京都府産業支援センター会長

立石 義雄

これまで中小企業の皆様への様々な事業を展開してまいりました京都府中小

企業技術センター（旧「京都府中小企業総合センター」）と財団法人京都産業21

の2つの機関が、さらに価値の高い事業を提供させていただくことを目的に、こ

の4月に「京都府産業支援センター」といういわばホールディングカンパニーが

創設されました。

このセンターのもとで2つの機関が戦略的に機能連携しながら、顧客である中

小企業の皆様の視点で「技術」と「経営」に関する迅速・柔軟かつ効果的なサー

ビスの提供に向けた取り組みを開始したところでございます。

既に、両機関の共同窓口として、ワンストップで皆様からの相談等にお応えして

いくための「お客様相談室」を新たに設置し、多くの方々からご利用をいただい

ております。

このたび、情報発信につきましても、より価値の高い、役に立つものとなること

を目指して、両機関の情報誌を統合した「クリエイティブ京都Ｍ＆Ｔ※」を新たに創刊することといたしました。　

　企業が発展するための両輪である「技術」と「経営」に関する課題を見つけ、両機関の職員が創造性を発揮しながら、

効果的な解決策を提案させていただくことが重要であるとの思いを込めて名づけたものです。

　顧客の皆様へのサービスの「充実・強化」の基盤となりますのは、皆様との接点をサービスの原点として捉え、接点に

おける「質と量」を高めていくことであると考えております。そのためには、他の産業支援機関とも協力し、新たなサー

ビスを創造していく「協創」という視点をもちながら、真に役立つサービスの一層の充実・強化を通じて、試作産業、健康

創出産業など京都に新たな産業を創造していくことにもつなげてまいりたいと考えています。

　新たな体制のもと、職員一人ひとりが皆様のもとに足を運び、皆様との接点の「質と量」を高めながらご期待に精一杯

応え、京都産業のますますの発展に貢献してまいりたいと考えております。

　「クリエイティブ京都Ｍ＆Ｔ」をご愛読いただき、皆様の忌憚のないご意見、ご助言をいただきますようお願いいたし

ます。

※Ｍ＆Ｔ Management (経営）& Technology（技術）
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技術支援部

けいはんな分室

企画総務部

総務室

企画情報室

産学公連携推進室

企画担当

情報・調査担当

連携企画担当

産業デザイン担当

基盤技術室

機械設計・加工担当

材料・機能評価担当

化学・環境担当

応用技術室

電子・情報担当

食品・バイオ担当

表面・微細加工担当

IT推進グループ

人材開発グループ

企業間交流推進グループ

試作産業プラットホーム
構築グループ

経営品質グループ

経営革新グループ

ベンチャー支援グループ

創業・産学公支援グループ

総務・経理グループ

企画広報グループ

北部支所

けいはんな支所

マーケティング支援グループ

企業連携推進グループ

設備導入支援グループ

試作産業育成支援チーム

産学公連携推進チーム

ビジネス交流フェア
推進チーム

海外ビジネス
サポートセンター

ものづくり相談グループ

あきないサポートグループ

ジェトロ京都
情報デスク（ ）

お客様相談室（総合相談窓口）
TEL：075-315-8660　FAX：075-315-9091

（技術支援） （経営支援）
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産業インキュベーションの
ビジョンと戦略

Social Enterprise

京都試作産業シンポジウム

基調講演

90年代からはじまったIT革命をはじめ、産業構造の変化は、京都の中小製造業にも新し
い産業やビジネスモデルへの対応を迫っています。また、自社の強みのみに特化し、顧客
と自社の接点のみで展開してきた経営形態では、顧客満足度の向上という視点からも、ま
た次の購買へと結びつけるニーズの開拓という視点からも対応できなくなっています。
　そうしたなか、京都府、財団法人京都産業21では、新しい産業やビジネスモデルを創出
すべく、民間企業の柔軟性と公益法人の公共性を併せ持つ新しいビジネスモデルである「試
作産業プラットフォーム」を確立して、「試作産業」の本格的な事業立ち上げをめざすこと
になりました。そして高品位ブランド「京都ブランド」として、また、独自のビジネスモデル
「京都モデル」として、全世界に発信していきたいと考えています。
　去る6月10日、全日空ホテルにて「京都試作産業シンポジウム」を開催。各界の方々から貴重な意見を聞き、この活動の方向性と
意義を確認し、多くのみなさまに京都の新たなビジネスモデルの立ち上げにご参画いただくために、田坂氏による基調講演、増田当
財団理事によるプレゼンテーションに引き続き、パネルディスカッションを行いました。

（財）京都産業21 立石理事長あいさつ 

　「試作産業」が京都における次代の新たな

産業として発展することを目的に、本日のシ

ンポジウムを開催致しました。

　今回、私達が取り組もうとしているのは、

試作を切り口に多様な生産形態のニーズに

応えられる「ものづくりソリューション」を目

指しておりまして、「試作」について、2つの

視点を申し上げたいと思います。

　一つ目の視点は、アイデアを最初に形にする「試作」は創造性そのも

のであり、ものづくりプロセスにおいて重要性が増していることです。

　中国のものづくり産業の発展は、目覚しいものがありますが、創意工

夫を加えて、次のレベルに進化させるための人的・技術的基盤はなお発

展途上にあります。

　一方、日本では、技術の強みが再認識され、生産拠点の国内回帰と相

まって、ものづくりへの自信が回復してきております。また、近年、製品

の独自性と開発のスピードアップへ創造性を発揮することが、ものづく

りにおける決定的な要因になりつつあります。　　

　二つ目は、ヒューマニズム豊かな社会の実現に貢献するものづくりと

いう視点です。工業社会は物質的に豊かな社会をもたらしましたが、こ

れからは生活者視点で個別ニーズ毎に、効率性、生産性と人間性、社会

性を最適に両立させるヒューマニズム豊かな社会の実現に貢献する新

たなものづくりが求められてくると考えております。

　デザインから素材やプロセス等に至るまでのこだわり。顧客への心遣

いや思い。人間が人間らしく生きるための本質的な要求に応えていく。

このような心を満たす価値の高いものづくりが出来るのは京都をおい

て他にはないと思います。

　京都にはものづくりに関するトータルなソリューションを提供できる

高い技術の蓄積と幅広い分野にわたる多数の企業群があり、更に多彩

な大学等の知の資源も多くあります。

これらのポテンシャルを活かしながら、京都の試作産業が新たな産業と

して花開くために、その推進力となる試作産業プラットフォームの礎(い

しずえ)を築いていきたいと考えております。

　そして、京都のものづくりの高い品質、品位が日本の他地域だけでは

なく中国などの海外からも評価され、「京都ブランド」の構築につながる

ことを期待しています。

●シーズ型産業からニーズ型産業へ

　高齢化、少子化、地球環境問題などさまざまな課題を抱えた

社会がもたらすもの。それは産業構造の転換です。

　さらに90年代からはじまったIT革命は決定的な変化をもたら

しました。それは情報革命による情報主権の移行です。

　具体的にどうなったかと申しますと、いままで企業・売り手主

導で「こういう商品があります。必要でしょう。これがあれば快適

な生活が送れますよ」という方式の商売であったものが、顧客主

導になるのです。

　ネットを使って顧客はどんどん情報発信します。何が自分にとっ

て必要で、より求めるものにぴったりなものはどこにあるのか、

情報を自分で探し、自分で見つけ、さらには批評もします。

　このような情報社会において、ビジネスはどうなるのか。いま

までのシーズ型産業ではほんとうの顧客満足は与えられなくな

りました。

　つまりニーズ型産業への転換が迫られているのです。

　ただし、「ニーズ型」といっても顧客のニーズを聞いて、それ

に対応しているだけでは、ニーズ型ではありません。顧客の真意

を探り、把握し、そこにトータルに対応する姿勢が求められてい

るのです。

　たとえば、住宅ローンを借りにきた顧客が、ここにいます。こ

の人は、いつも取引している銀行に何を求めに来たのでしょうか？

ここで、「もちろん住宅ローンの申し込み」と考えているようで

田坂 広志 氏
シンクタンク・ソフィアバンク代表
社会起業家フォーラム代表
多摩大学大学院教授
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京都試作産業
プラットフォーム構築への提言

プレゼンテーション

●試作産業の創出

　技術革新の急速な進展、世界市場での競争の激化にともなっ

て、製品の独自性と開発のスピードアップがものづくりにおける

決定的な要因となっています。このような状況のもとで、製品ア

イデアを最初に形にする試作プロセスをいかに効率的に行うか

が大きな課題となりつつあります。

　こうしたものづくりに関するソリューションを提供できるのは、

高い技術を必要とする多品種少量生産型の事業形態を有する

企業群です。まさに京都にはそれがあります。

　効率化・高付加価値化が可能で、製品開発の上流工程に位置

し、技術情報や企業・業界の開発動向をキャッチしやすい「試作」

が、京都の新たな産業を形成していくものとして注目されてい

ます。

●試作産業プラットフォームの形成

　産業としての試作は、ものづくりの共通の基礎を担うもので

あり、京都の次代産業の牽引力ともなります。このポテンシャル

を実現するために、その中心となるエンジンが必要となります。

試作産業プラットフォームを構築し京都が試作産業の一大拠点

となる礎を築きたいと考えています。

　プラットフォームの構築は、支援を効率的に集約すると同時に、

個々の連携企業の営業機能を代行し、一本化された窓口組織と

しての役割を担うためのものです。そして試作の受発注や機密

保持などを行い、ひとつの仮想企業の管理部門とプロデュース

機能を兼ね備えた組織として活動する予定です。

　プラットフォームの具体的な形としては、地元大手有力企業や

ファンド、試作を担当する連携企業によって設立運営される「京

都試作センター（仮）」が想定されます。このセンターにより、管

理コストや開発コストが大幅に軽減でき、小口の生産発注も可

能になるなど、自前リソースの負荷を一定に保つことにも活用

できます。

　このような機能を担うセンターは、民間企業の柔軟性と公益

法人の公共性を併せ持つ新しいコンセプトの組織である「ソーシャ

ルエンタープライズ（社会的企業）」と言える事業体です。

　また、このセンターの活動を支援し、京都における試作産業の

発展を推進していく産学公による、「京都試作産業推進会議（仮）」

を設立し、京都の試作サービスを高品位の「京都ブランド」とし

て確立すると同時に、独自の運営方法とあわせて、「京都モデル」

として、全世界に発信していきます。

はニーズ型産業は生み出せないのです。

　そうではありません。この人は、住宅ローンを借りて、快適な

マイホームを設け、幸せな家庭生活を実現しようとしているの

です。そこを把握しないと顧客満足度は高められないのです。

　ここで必要なことは、商品生態系を見ることです。

　この住宅ローンを借りに来た人に対して、「住宅の建築をお

考えなら、土地はもうお決まりですか。建築家の手配は大丈夫で

すか。家具や、引っ越し手続きは大丈夫ですか。当社で手配する

ことも可能です」とさまざまなニーズに対して、トータルに応え

ていくことがニーズ型産業のあり方なのです。

　では、ニーズ型産業を生み出すために、必要な条件とは何でしょ

うか？

 それは異業種連合の構築です。異業種が集まれば、いままで自

社と顧客のインターフェイスのところだけで把握していた、顧客

の全体像を把握することができます。つまり多角的に顧客を理

解できるのです。

　理解ができれば、この顧客の本当のニーズはどこにあるのか

がわかるはずです。

　そしてもうひとつは、ニューミドルマン（新しいタイプの中間

業者）への進化です。

　このニューミドルマンは、販売代理ではなく、購買代理を行う

中間業者であり、顧客の深層にあるニーズを把握し、さまざまな

角度から最適な商品を組み合わせて提供できる能力のある人

材です。コーディネイターであり、プランナーであるとも言える

でしょう。

●試作産業の可能性と期待

　こうした大きな産業構造の変化を踏まえたうえで、「京都試作

産業プラットフォーム」の意義を考えてみたいと思います。

　これは、実に可能性の大きいビジネス展開だと感じます。まさ

にニーズ型産業です。

　試作とは、これひとつだけの技術があればできる、というもの

ではありません。そして、こういう製品を作りたいが、どういう技

術を組み合わせるのが最適だろうか、という顧客のニーズに、一

社ではとうてい応えられないのです。

　ここにこそ異業種連合の強みが発揮されるのです。そして試

作センターこそが、ニューミドルマンの存在そのものであります。

また、京都という土地は、複雑系といいますか、生命的な組織が

成長できる条件を持っていると感じます。

　その上で今後、お願いしたいのは、ぜひ、社内起業家を育成し

てもらいたということです。起業する人材に、失敗したらもどっ

てこい、くらいの度量で、ぜひ若手、次代の開拓者を育てていっ

ていただきたいと思います。

　最後に、異業種コンソーシアムの12の戦略をまとめて、しめ

くくりとさせていただきます。

　1.共同で商品開発を進められる。2.アライアンスマーケティ

ングが可能になる。3.提携企業を見つける場が広がる。4.キー

マンとなる人と人の出会いの場が広がる。5.キーマンの育成の

場になる。6.企業戦略をたてるヒントが得られる。7.戦略の相

互学習の場になる。8.異業種の知恵を学ぶ機会となる。9.競争

力検証の場になる。10.提携力修得の場となる。11.グループ

のなかから新たな企業提携が生まれる可能性が広がる。12.ビジョ

ン発信の場となる。

　こうした12の可能性を最大限活かし、社会にいかに貢献して

いくかという志を掲げ、ぜひ、京都ブランドを創生していただき

たい。

増田 清 （財）京都産業２１ 理事
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京都に試作産業を開花させるために
パネルディスカッション

　築地達郎氏のコーディネイトにより、試作を受ける側として鈴木氏、増田理事、試作を発注する側として松
重氏、竹本氏、官の立場として山下氏。福水・今井両氏がコメンテーターとしてそれぞれの立場から試作産
業プラットフォーム創生に対する期待と意義、合わせて課題についてディスカッションを行いました。

築地 達郎 氏
京都経済新聞社代表取締役編集長

鈴木 三朗 氏
京都試作ネット代表

（株）最上インクス代表取締役

竹本 康介 氏
(有）エフ・エー電子代表取締役

松重 和美 氏
京都大学副学長

国際イノベーション機構長

鈴木：京都試作ネットは、4年前に京都に試作の一
大集積地を創ろうと、志をもってスタートし、創発
型のビジネスをめざしました。加工業の集まりで
したので、加工業からの視点では新しいビジネス
は生まれないと考え、顧客視点で何をするかから
はじめました。そして、この視点で活動を展開して
4年、メディアにも取り上げてもらったおかげで、認
知度もあがり、伸びてきた状態です。
　今後、ニューミドルマンの部分を強化するため、「悉皆屋」という呼び名で「悉
皆屋モデル」をスタートさせるに至りました。
私たちが考えているのは、ビジネスで成立するためには、コンソーシアムが良
くなることを中心において活動をすれば、個々の事業も伸びてくるという視
点に立つことであると感じております。
　また、この4年間で、クライアントの不満はどこにあるのか、という経験も持
ちました。求められる精度のものを、求められるコストで納品できることが必
要です。そのためには、発注者の求めるスペックがどういうものであるのか
をきちんと引き出すためのコミュニケーションが、いちばん大事なことにな
るのです。つまり、プロデュース力がプラットフォームには不可欠なのです。
また、秘密保持が重要になってくる試作ですから、情報を暗号化であるとか、
人と情報の流れをスキャンして管理するシステムが必要になると思います。

竹本：私どもの会社は、電子業界で取り扱う装置を小さく、細かくすることを
考えています。もともとファブレスでものづくりをしたいと考えておりまして、
原理的にものづくりを考えているので、試作がかなり重要な部分になってき
ます。
　ところが、一社の加工業者さんにお願いしても、対応できない技術に関し
ては、その加工業者さんを通して、下請けの加工業者に依頼することになり

ます。そうなりますと、情報管理に対する信頼性、
加工業者の技術力と総合的な管理に関してストレ
スがあります。
　つまり発注者側の立場で試作をお願いする場合、
我々のようにファブレスで装置を開発している企
業にとって、製造をお願いしているのと同じになり
ます。ようするに、どこでどのように造ってもらっ
てもよいのですが、納期に希望コストで、求めた精

度の装置が仕上がってくればいいわけですが、装置の精度に信頼が置けると
いうことが条件になります。
　さらに、発注する際に、さまざまな情報を提供して製造をお願いするわけ
ですが、情報の流出に関する管理の一元化をしていただけているのか、とい
う思いがあるのです。つまり、加工業者の管理とコーディネイトが絶対に信頼
できるプラットフォームである必要があると感じます。
　試作ネットさんはプラットフォームとして一元化されている点、質の担保と
いう観点からも信頼できると感じて、現在に至っております。
京都試作産業プラットフォームおよび試作センターの可能性と意義というこ
とに関しては、質の担保を条件にすれば、良いものを安く試作してもらいたい、
と思っている私どもにとっては、試作センターがそんなに利益を上げる必要
がないので、中間コストが削減できるという点にも魅力に感じております。

松重：大学発のベンチャーがもっとも関係深いの
ではないかと考えております。ベンチャーの場合、
技術を製品化しないと売れません。そこで実際に
試作をして、販売までを行いたいと考えています。
実際に、販売をしないと、最終的な商品の善し悪
しがわからないのですね。大学側の提案としては、
大学の施設や装置を使って、試作ネットさんのよ
うな企業の方々と連携を取りながら、大学の中で
も試作ができるシステムが作れないだろうか、ということです。ノウハウのや
り取りができるような仕組みづくりを考えていきたいと思っています。
　京大の動きとして、桂地域に工学及び情報関係の施設が移り、ここではナ
ノテク関連の装置などもすべて整っており、ここで、企業の方々と産学連携を
行いながら、試作からものづくりができないか、と考えております。
　大学が商品のプロトタイプまでの発注をする場合、望ましいのはいろいろ
な面で一括して受けてもらえるシステムを構築して頂きたい、ということです。
さらに最先端の技術もフォローしてもらいたいということです。最先端分野
では非常に微少な精度を要求することになると思いますので、その辺りの対
応が必要でしょう。
　提案としては、試作はひとつひとつのものを発注者と相談しながら造ると
いうことですから、そうした技術活動をノウハウとして残していくことで、シス
テムが価値のある財産を創っていくことが大事だと思います。
　そういう仕組み、そのノウハウを使って、次の試作に利用できるなど、試作

しっかいや
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山下 晃正 氏
京都府商工部産業
活力支援室総括室長

今井 賢一 氏
京都府特別参与

スタンフォード日本センター理事

福水 健文 氏
経済産業省

近畿経済産業局長

増田 清 （財）京都産業２１理事

をリーズナブルなスピードと価格でできるようになるのではないか、と考えて
おります。

山下：役所が試作ネットさんの4年間の動きに対し
て、何をしてきたかが、今後、官ができることのヒ
ントになると思います。
　試作ネットさんが活動を開始されたとき、製造
業が中国に工場を移していく状況のなかで、京都
の企業でいるために何をするか、という議論から
参加させてもらいました。そして、試作ネットが出
てきたのですが、その時点での信用担保として京
都府がサポートできたのではないか、と感じております。
　また、京都に試作産業があるということをブランドとして広めるための役割、
つまり広報としての役割を担えてきたのではないか、と感じております。大学
とのコーディネイトという意味でも、役所を活用いただけるのではないかと思
います。
　試作産業プラットフォームに参加される企業の方に希望するのは、やはりプ
ロ同士が信頼のもとに集まるのだ、という自覚を持っていただきたいという
ことです。

今井：なぜいまプラットフォームが特に重要なのか
を押さえておきたい。経済は、安定しているとき
は組織を利用する効率が増しますが、変動期にな
ると市場に頼るほうが効率的になります。
　したがって現代のような激動期には市場型にな
るのですが、とくに「やってみなければわからない」
実験的な時代には、同じ市場を利用するといっても、
市場の上にさらにプラットフォームが必要です。

　つまり、市場でのもろもろの仕事を効率よく調整するする土台としてのプラッ
トフォームが決定的に重要になります。かつて京都の西陣や友禅で活躍した
「悉皆屋」は、その調整の仕事を経験を積んだ人々がやっていたのですが、
現代の試作では、そこに情報技術を徹底的に使い、新しいプラットフォームに
創生しようというわけです。京都の伝統システムと研究開発力を新結合すれ
ば、京都でしか出来ないビジネスを生み出し、それが京都ブランドの活性化に
もなると信じています。

福水：私たちができる大きな仕事は、仕組みを作
ること。仕組みを作ったあとは、口を出さないと
いう姿勢であると考えております。
　この4月から新連携支援というメニューをスター
トさせました。今や製造は精度とスピードが求め
られています。そうなりますと、一社では受注でき
ないことが出てきます。異業種連携がどうしても
不可欠な動きになってきます。ですから、連携支
援が必要になるだろうということで、立ち上げた仕組みです。
　このように、さまざまな支援体制を創り、動きやすい環境を整えることが、我々
の大きな役割だと考えているのです。
　さらに、今年の秋からスタートする支援体制として、LLP有限責任事業組
合を認知していくことになります。どういうものかと言いますと、法人格はな
いのですが、登記はできる企業の新しいスタイルで、連携による新しいビジネ
スをスタートする時点で、かなり有力な仕組みになるのではないか、と考えて
おります。
　試作産業プラットフォームに参加する企業は、できれば府外からも参加で
きる仕組みにしていただき、質のレベルと志のある良い企業を集めていけば、
京都だからこそできる質の高いプラットフォームができるのではないか、と考
えております。

増田：質を担保するためのシステムの構築が重要
だと思います。そのためには、顧客の評価を取り
入れて、試作産業に加盟する企業へフィードバック
する必要があると思います。
　評価が低いところに関しては、指導をして質の
向上、技術の向上をしてもらうことになります。さ
らに、指導しても精度が上がらない場合は、グルー

プから抜けてもらうことも必要でしょう。
　高品位をめざすために、最初のクレームに対する処理と対応をセンターと
して管理し、企業の質という視点でも向上させる必要を感じております。

（財）京都産業21 産業情報部 TEL：075-315-8677　FAX：075-314-4720
E-mail：info＠ki21.jp【お問い合せ先】
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Information

京都産業21からのお知らせ

第9回 異業種京都まつり 出展グループ・企業 募集第9回 異業種京都まつり 出展グループ・企業 募集第9回 異業種京都まつり 出展グループ・企業 募集第9回 異業種京都まつり 出展グループ・企業 募集
京都インターネット利用研究会 主催

オープンセミナーのご案内
京都インターネット利用研究会 主催

オープンセミナーのご案内
　急激なIT技術の革新、国際化の進展、消費者ニーズの多様化など企業を取り巻く社会経済環境は大きく変化していま
す。こうした状況の中、企業が成長を遂げていくためには異分野の企業の持つ技術力、マーケティング力、経営ノウハウ、
情報などの企業資質を相互に活用しあう事により、企業体質の強化や新規事業の開拓を行う異業種交流、融合化が大き
な力になり、重要な経営戦略の一つとして捉えることができます。こうした、異業種交流活動をより一層推進するため、
企業または異業種交流グループの新技術・新製品発表の場、市場開拓、起業化の場、そして、ビジネスパートナーの発掘
の場として「第9回 異業種京都まつり」を開催いたします。
　つきましては、この機会にぜひ、貴企業・貴団体様よりご出展頂きますようお願い申し上げます。

【テーマ】　みんなでコラボ　おもしろ交流
【日　時】　平成17年10月27日（木）　午前10時30分～午後4時30分
【場　所】　京都全日空ホテル
【場　所】　京都市中京区堀川通二条城前　TEL 075-231-1155
【内　容】　テーブル交流会　［午前10時30分～午後4時30分］

●異業種交流グループ及び企業の新商品・新技術の発表の場、市場
開拓、起業化の場として開催いたします。

●出展団体・企業：80　小間　募集

●基礎小間：①180cm×90cmの長テーブル及び後ろにパーテー
ションを立てる。

　　　　　　②社名板は事務局でご用意いたします。

●基礎小間料：1小間　20，000円
なお、出展物に電気及び電話回線を使用される場合、
電気電話工事費及び使用料を別途5,000円頂戴い
たします。

●出展について
　①搬入・搬出は当日（10月27日）行ないます。
　　　　　　（搬入：午前9時～　搬出：午後4時30分～）
　②小間の配置は出展内容、小間数などを考慮して主催者が決定し
ます。

　③出展内容が本展示会の趣旨にそぐわないと主催者が判断した
場合、申込み受付を保留またはお断りする場合があります。

　④出展小間料は、開催日に徴収させて頂きます｡
　⑤出展者説明会は10月上旬を予定しています。
　⑥電話回線の使用については、会場の都合上5本までとしています。
（別途料金が必要）

　⑦出展物の管理、保管について、天災、火災、盗難、紛失その他不
可抗力による事故が発生した場合、事務局はその責任を負いま
せんのでよろしく御願いします。

開催要領

（財）京都産業21 産業情報部（巽） TEL：075-315-8677　FAX：075-314-4720
E-mail：info＠ki21.jp【お問い合せ先】
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参加費
無料

Information

京都産業21からのお知らせ

第9回 異業種京都まつり 出展グループ・企業 募集第9回 異業種京都まつり 出展グループ・企業 募集 企業の信頼と利益を一瞬で失う情報漏洩！！企業の信頼と利益を一瞬で失う情報漏洩！！

京都インターネット利用研究会 主催
オープンセミナーのご案内

京都インターネット利用研究会 主催
オープンセミナーのご案内

京都インターネット利用研究会 主催
オープンセミナーのご案内

京都インターネット利用研究会 主催
オープンセミナーのご案内

　本年4月から、個人情報保護に関する法律が全面施行されました。昨今、企業の情報漏洩による事件が新聞各紙面を
賑わせております。重大な社会的事件に発展してもおり、情報の保護及び管理は企業にとって大変重要な問題です。情
報を預ける個人、企業とも企業の情報管理のあり方に注目しています。
　企業にとって情報漏洩はまさに死活問題です。取り扱われる情報量が増大するのと同時に文書のデジタル化が進み、
情報漏洩の危険性も増大しています。
　このたび、京都インターネット利用研究会では「情報保護とセキュリティ管理」と題し講演会を開催します。リスクを
見つけ、リスクを回避・コントロールする考え方、知識を当講演会で発見してください。皆様のご参加をお待ちしており
ます。

ホームページからのお申し込みは…http://www.joho-kyoto.or.jp/̃riyoken/reikai/index0507.htm

（財）京都産業21 産業情報部（原田）【お問い合せ先】

テーマ「情報保護とセキュリティ管理」
一般参加募集（会員以外の方も参加できます）

日　時：7月27日（水）15時～17時30分
場　所：京都府産業支援センター　5F研修室
　　　　〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町134　京都リサーチパーク
講　師：高倉 弘喜 氏　京都大学　学術情報メディアセンター　助教授
　　　　山本 元之 氏　情報システム監査株式会社　取締役　社長室長　
　　　　※各講師の講演終了後、質疑応答の時間を取らさせて頂きます。

TEL：075-315-8677　FAX：075-314-4720
E-mail：info＠ki21.jp
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Information

京都産業21からのお知らせ

シリーズ 山城地域元気な企業づくりセミナーのご案内
第2回「今求められる経営革新～我が社のプロジェクトＸ」

シリーズ 山城地域元気な企業づくりセミナーのご案内
第2回「今求められる経営革新～我が社のプロジェクトＸ」

シリーズ 山城地域元気な企業づくりセミナーのご案内
第2回「今求められる経営革新～我が社のプロジェクトＸ」

シリーズ 山城地域元気な企業づくりセミナーのご案内
第2回「今求められる経営革新～我が社のプロジェクトＸ」

TEL：075-315-8848　FAX：075-323-5211
E-mail：kakushin＠ki21.jp【お問い合せ先】 （財）京都産業21  新事業支援部

経営革新グループ

　(財)京都産業21と京都府山城広域振興局では、山城地域のものづくり企業の活性化を図るため、参加者公
募型のセミナーをシリーズで開催しているところですが、この度、第2回セミナーを下記のとおり開催しますの
で、お知らせいたします。

平成17年度「知的財産（特許）戦略支援事業」の
公募について

平成17年度「知的財産（特許）戦略支援事業」の
公募について

日 時
場 所

募 集 人 数
内 容

申 込 締 切
参 加 料
参加申込先

平成17年7月22日(金) 　15：00～18：00
久御山町商工会館

約50人（先着申し込み順）
　◯基調講演「オンリーワンへの挑戦～勝ち続ける中小企業の経営革新の姿」
  講　師：S＆Gビジネスディレクション（株）代表取締役　吉田史朗氏
　◯事例発表
 ①異業種への参入
   「ピンチは最大のチャンス！ 文具（テンプレート）から電子（液晶前面パネル）への転換」
  発表者：（有）トライテック代表取締役　奥野　修氏  （京田辺市）
 ②新製品の開発「自分たちでないとできないことを！ ハイテクピンセットの開発」
  発表者：（有）シバタシステムサービス代表取締役　柴田和博氏  （宇治市）
 ③生産方式の改善「下請企業のシナリオづくり～岐路における将来ビジョン」
  神村製作所　代表取締役　神村道治氏　（宇治市）     
　◯事業説明「中小企業新事業活動促進法に基づく経営革新計画承認手続等について」
  説明者：（財）京都産業21 豊岡経営革新グループ長
平成17年7月20日(水)
無料  　
〒611-0021　宇治市宇治若森7-6
京都府山城広域振興局 商工観光室〔担当：新見(しんみ)、望月(もちづき)〕
TEL：0774-21-2103  FAX：0774-22-8865  E-mail：s-shimmi68@mail.pref.kyoto.jp
※ファックス又はＥメールでお申し込みください。

〒613-0036　久世郡久御山町田井浜代5－1（久御山町役場隣）
TEL(075)631-6518　FAX(075)631-6750

http://www.ki21.jp/information/tokkyo/index.htm

9



Information

京都産業21からのお知らせ

シリーズ 山城地域元気な企業づくりセミナーのご案内
第2回「今求められる経営革新～我が社のプロジェクトＸ」

シリーズ 山城地域元気な企業づくりセミナーのご案内
第2回「今求められる経営革新～我が社のプロジェクトＸ」

（財）京都産業21  新事業支援部
創業・産学公支援グループ

【お問い合せ先】

平成17年度「知的財産（特許）戦略支援事業」の
公募について

平成17年度「知的財産（特許）戦略支援事業」の
公募について

平成17年度「知的財産（特許）戦略支援事業」の
公募について

平成17年度「知的財産（特許）戦略支援事業」の
公募について

　（財）京都産業21では、特許庁の補助金を得て、知的財産戦略支援事業を下記のとおり実施いたします。
　この事業は、知的財産を保有する中小企業のさらなる飛躍を支援するために実施するもので、特長としては、
特許等の専門家による指導とコンサルティング会社による特許分析・調査を実施することによって、支援企業
の事業戦略と組み合わせた、総合的な知的財産戦略の策定を支援する事業です。

京都府内においては、革新的な研究開発やオリジナルの技術開発を行い、それによって
業績を伸ばしている中小企業が数多く存在しています。それらの中小企業がさらに飛躍
するためには、保有する知的財産（特許）を客観的に評価し、事業戦略と組み合わせた総
合的な活用を図ることが重要であり、本事業により、知的財産（特許）の戦略的活用を支
援します。
京都府内に本社を置く中小企業
　（１）特許分析等の支援
 ①特許の活用展開について方向性、判断材料（特許マップ）を提供します。
 ②技術（特許）に関係する競合他社の調査を実施します。
　（２）知的財産(特許)戦略策定等の支援
 ①研究開発戦略策定
 　市場動向、他社特許との比較検討による研究開発計画を検討し、策定します。
 ②知的財産戦略策定
　（３）事業化に向けた知的財産(特許)評価等の支援
 知的財産(特許)戦略に添った事業戦略(ビジネスプラン作成)を策定します。
2件
50万円（1件当たりの中小企業の負担額）

平成17年7月1日（金）～平成17年7月29日（金） 午後5時必着

目　　的

応募資格
支援内容

採択件数
費 用

公募期間

●

●
●

●
●

●

http://www.ki21.jp/information/tokkyo/index.htmhttp://www.ki21.jp/information/tokkyo/index.htm申込用紙のダウンロード申込用紙のダウンロード

TEL：075-315-9425　FAX：075-323-5211
E-mail：sou-san＠ki21.jp
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Information

京都産業21からのお知らせ

「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画
承認申請のご案内

「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画
承認申請のご案内

「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画
承認申請のご案内

「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画
承認申請のご案内

（財）京都産業21  新事業支援部 TEL：075-315-8848　FAX：075-323-5211【お問い合せ先】

　旧経営革新支援法が改正され、「中小企業新事業活動促進法」が施行されたことに伴い、新様式による経営革新計画
承認申請の相談・受付を始めています。
　京都市内、乙訓地域内の方の相談・受付窓口が、「旧中小企業総合センター」から「財団法人京都産業21」に変更に
なりましたので、同地域の方は、下記窓口でご相談下さい。

○支援対象となる経営革新の内容（従来と同じ）
1．新商品の開発又は生産
2．新役務の開発又は提供
3．商品の新たな生産又は販売の方式の導入
4.役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動

○支援対象者（従来と同じ）
中小企業者、組合等（グループ等を含みます）

○経営革新計画の経営目標について（経常利益の向上が追加されました）
計画期間は3年間から5年間とし、付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却費）及び経常利益の伸び率を指標とします。
計画が承認されるには、計画期間が5年間の場合は5年後までの目標伸び率が付加価値額は15％以上及び経常利益が5％
以上であることが必要です（同様に計画期間が3年間の場合は9％以上及び3％以上、4年間の場合は12％以上及び4％以
上の目標であることが必要です）。

○支援内容（一部拡充されています）
京都府知事から経革法の承認を受けた方は、別に定める審査等の手続きを経て、融資・補助金・税制優遇などの支援制度を
活用することができます。

※詳しくは財団法人京都産業21のホームページ（http://www.ki21.jp）をご覧下さい。

（財）京都産業21　新事業支援部経営革新グループ
京都市下京区中堂寺南町134（京都府産業支援センター）
TEL：075-315-8848  FAX：075-323-5211　e-mail:kakushin@ki21.jp

＜京都市内、乙訓地域の相談・受付窓口＞

※上記地域以外の相談・受付は、従来どおり京都府広域振興局商工観光室及び織物・機械金属振興センターで行っています。

支

援

の

概

要
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Liaison

大学リエゾンオフィス紹介

「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画
承認申請のご案内

「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画
承認申請のご案内

佛教大学 リエゾンオフィス TEL：075-493-5067　FAX：075-493-9088

E-mail:liaison@bukkyo-u.ac.jp  URL：http://www.bukkyo-u.ac.jp/〒603-8301 京都市北区紫野北花ノ坊町96 佛教大学1号館2階西
【お問い合せ先】

　佛教大学は、創設以来130年の歴史をもつ文学部・教育学部・社会学部・社会福祉学部を設置する文社系総合大学で、
大学院にも学部と同じ研究科を置き一貫教育体制をとっています。さらに何処でも、誰にでもをモットーに関西では一
番古く通信教育課程を開設しました。
　建学の理念は、混迷の時代に先見できる人材を養成すべ
く仏教、特に法然上人の教えによる自己をみつめ、真実に生
きる「時機相応」と合致しています。
　また、大学における研究の成果を広く一般市民に公開す
るために心のデパートとして四条センター（生涯学習セン
ター、臨床心理クリニック）、を20年以上も前に四条烏丸に
設けるなど、大学教育の開放に努め、「人間科学の創造と生
涯学習の推進」を大学の基本指針にしています。

本学産学公連携事業の特徴

地域全域に根ざした産学官連携を特徴としています。例えば
都市と中山間地域の連携を大学がサポートするなどです。
得意分野として、社会福祉分野については文部科学省の現代
ＧＰへの採択、また教育分野における高度職能教育としての教
員養成に圧倒的な実績がありますが、現在進行のものに下記
があげられます。

○福祉援助、福祉開発、医療福祉、ライフデザイン
○都心再開発に伴うコミュニティの再構築に関する予備研究
○京都学として、文化―近代～その特殊性と普遍性
○起業家養成、地域新聞の創刊

佛教大学 産学官連携イメージ図
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受注コーナー

発注コーナー

業種

No.

地 　 域
資 本 金
従 業 員

備　　考

（能力・特徴・経験・等）

主要加工
（ 生 産 ）
品　　目

加工内容 主要設備
月間の希望する

金額等

希望する

地域

単品～量産品

話し合い

話し合い

話し合い

単品～

話し合い

話し合い

話し合い

コンターマシン、シャーリング、プレスブレーキ、ター
レットパンチプレス、セットプレス、ＮＣコーナーシャー、
アルゴン溶接機、炭酸ガス半自動溶接機他

片端自動圧着機、キャスティング、連続端子
圧着機、エアー圧着機、ツイスト線加工具、ハー
ネスチェッカー、引っ張り強度計他

静止型半田槽、卓上ボール盤、手工具一式
他

ＭＣ、ＮＣルーター、ＮＣ彫刻機、ＮＣ旋盤、デ
ジタルパネルソウ、フライス盤、フライス彫
刻機、三次元座標測定機、作業用定盤

リフロー、静止半田槽、噴流半田槽、乾燥炉、
エアーコンプレッサー、リードカッター、実
態顕微鏡他

顕微鏡、クリーンルーム検査室（湿温度管理）

上下差動送ミシン、穴かがりミシン、平三本、
インターロック、先巻きロック、二本針ロック、
バンドナイフ、検針機、吸排両用バキュウム

ＰＣ、液晶プロジェクタ、デジタルビデオカメ
ラ、各種アプリケーションソフト他

精密機械、制御盤、理化学
機器、製薬機械、建築金物、
フレーム類等

電気・電子関連機器

電子部品及び携帯電話関係、
全般小物類

婦人服全般（ジャケット・コー
ト等）

広報・宣伝・プレゼンテーショ
ン用スライドショーツール

経験20年

経験26年
ツイスト加工に
自信有り。

経験30年
品質・納期厳守
をモットーに。

BPNet
No2.83

経験20年

経験21年、小規模であるが故に
小回り制がモットー。運搬は、箱型
アルミバン・リフト付トラック有り。

BPNet
No.288

京都市内
および
南部地域

京都府・
大阪府・
滋賀県

京都市・京都
南部地域

不問

京都府
南部地域

京都府内

不問

不問

京都市南区
個人
3名

京都市山科区
個人
2名

京都府城陽市
個人
2名

京都市南区
1500万円
25名

京都府亀岡市
400万円
5名

京都府亀岡市
個人
10名

京都市南区
個人
3名

京都市中京区
300万円
1名

機－1

機－2

機－3

機－4

機－5

機－6

縫－1 

他－1

精密板金・フレーム加工（鉄、
アルミ、ステン、真鍮、銅、チタ
ン他）曲げ・切断、～2.5ｍ

ハーネス加工（切断・圧着・コネクター挿入、ケーブル半田
（鉛フリー可能）、フラットケーブル圧接）

プリント基板実装、半田付け、線加工

精密樹脂加工（切削・接着・溶接・曲げ・彫刻・シルク印刷）、
精密金属加工（アルミを中心とした機械加工）、汎用エン
プラからスーパーエンプラ迄

プリント基板のチップ部品・
ディスクリート部品の実装、
無鉛半田にも対応

目視及び顕微鏡検査又は
小物手作業

裁断～縫製～仕上（一貫加
工）、サンプル～量産

コンテンツ構成～デザイン
～オーサリング制作

業種

No.

地 　 域
資 本 金
従 業 員

加工内容発注品目
発注案件

希望地域必要設備 材料等 数量 金額 支払条件 備　考運　搬

3万本／月

話し合い

500～5000
／lot

話し合い

話し合い

話し合い

関連設備一式

シチズンＬ12型・Ｌ16型・
Ｌ20型

ＭＣ、ＮＣ旋盤、ＮＣフライス他

丸棒切削加工φ2.3

ＮＣ旋盤加工（φ3～16）

機械加工

不問

不問

不問

材料無償支給、
継続取引希望

継続取引希望

受注側
持ち

話し合い

受注側
持ち

月末日〆
翌月末日支払

全額現金

月末日〆
翌月末日支払

全額現金

20日〆
翌月15日支払

全額現金

京都府福知山市
1000万円
60名

京都市伏見区
500万円
16名

京都市南区
1000万円
18名

機－1

機－2

機－3

点火プラグ（耐熱特殊鋼
エスイットＴ－1）

フェルール（精密金具）

精密機械部品（ステン・鉄・
アルミ）小物～大物

受発注あっせんについて

＊備考欄に「BPNet」の表記がある場合は、ホームページのBPNetで詳細がご覧いただけます。　「BPNet」のURLは、http://www.ki21.jp/BPN/です。

このコーナーについては、産業振興部　マーケティング支援グループまでお問い合わせください。
なお、あっせんを受けられた企業は、その結果についてご連絡ください。
マーケティング支援グループ　TEL.075-315-8590 （本情報の有効期限は8月10日までとさせていただきます）

h t t p : / /www.k i 21 . j p /BPN/h t t p : / /www.k i 21 . j p /BPN/h t t p : / /www.k i 21 . j p /BPN/「BPNe tBPNe t」「BPNe t」
－インターネットによる受発注情報ネットワークシステム－

－本コーナーに掲載をご希望の方は、上記マーケティング支援グループ（担当：土屋）までご連絡ください。掲載は無料です。－

Collabo

受発注コーナー

http://www.ki21.jp/business/yukyu/index.htm
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売りたいコーナー

買いたいコーナー

機械名 形式・能力等 希望価格

芯出治具（1 1／4）

芯出治具（3 1／2）

ボール盤

グラインダー（3台）

アマダ、アリエス、ベラ2、ショート金型用、新品同様（平成11年4月製造）
案件受付日2005/2/28

アマダ、アリエス、ベラ2、ショート金型用、新品同様（平成11年5月製造）
案件受付日2005/2/28

吉良、φ10まで、100Ｖ用
案件受付日2005/3/29

日立等、205ｍｍ、100Ｖ用
案件受付日2005/3/29

話し合い

話し合い

話し合い

話し合い

No.

001

002

003

004

機械名 形式・能力等 希望価格

マシンバイス
ツダコマ、VG－125、1990年以降製造、

（付属）Tスロットボルト・ナット、ガイドブロック14×12
案件受付日2005/6/6

話し合い

No.

001

h t t p : / /www.k i 21 . j p /BPN/「BPNe t」
【お申し込み・　
　お問い合せ先】

（財）京都産業2 1　産業振興部
マ ーケティング支援グル ープ

TEL：075-315-8590　FAX：075-315-9240
E-mail：market@ki21.jp

　「代金が回収できない」「取引先が倒産した」「不良品の賠償問題」など取引先とトラブルが生じた場合、どう対処す
ればいいのか？法的にはどうなるのか？
　京都産業21では、取引に関する法律問題や苦情・紛争及び経営活動で生じる様々な法的問題でお困りの中小企業
の方に対し、顧問弁護士による無料法律相談を下記のとおり行っております。お気軽にご相談ください。

取引適正化無料法律相談のご案内

遊休機械設備の紹介について
このコーナーについては、産業振興部　マーケティング支援グループまでお問い合わせください。
当財団のホームページにおいても掲載しています。
なお、紹介を受けられた企業は、その結果についてご連絡ください。
マーケティング支援グループ　TEL.075-315-8590

＊財団は、申込みのあった内容を情報として提供するのみです。価格等取引に係る交渉は直接掲載企業と行っていただきます。

●
●
●

相 談 日
相談場所
お申込み

毎月第2火曜日（13:30～16:00）
京都産業21　会議室
相談は予約制となっております。事前に下記までご連絡ください。
所定の申込書をお送りしますので、相談内容を記載の上、お申込みくだ
さい。

Facility

遊休機械設備コーナー

Information

お知らせ

http://www.ki21.jp/business/yukyu/index.htmhttp://www.ki21.jp/business/yukyu/index.htmhttp://www.ki21.jp/business/yukyu/index.htm
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Equipment

設備貸与制度

　企業の方が必要な設備を導入しようとされる時、希望される設備を財団が代わってメーカーやディーラーから購入して、その設備
を長期かつ低利で割賦販売またはリースする制度です。

原則、従業員20人以下（ただし、商業・サービス業等は、5名以下）の企業ですが、最大50名以下の方も利用可能です。

区　分

対象企業

対象設備

対象設備の金額
割賦期間及び
リース期間

割賦損料率及び
月額リース料率

連帯保証人

割賦販売 リース

機械設備等（土地、建物、構築物、賃貸借用設備等は対象外）

実績が１年以上あれば100万円～6,000万円まで利用可能です。

7年以内（償還期間）
（ただし、法定耐用年数以内）

3～7年
（法定耐用年数に応じて）

年2.50％
（設備価格の10％の保証金が契約時に必要です）

3年2.990％　4年2.296％　5年1.868％
6年1.592％　7年1.390％

一定の要件を満たす連帯保証人が必要です。

割賦販売とリース、どちらにしますか? それぞれの特徴をご理解のうえ、皆様に合った方をお選びください。

・完済まで財団に所有権があり、完済すると所有権が割賦企業に移転します。

・償還は6ヶ月据え置きです。
・設備価格相当分は減価償却ができます。また、割賦損料部分は経費処理で
きます。
・償還期間が法定耐用年数以内であれば最長7年と長期であるため、月々の
償還負担が軽減できます。

・契約時に保証金として設備金額の10％を納付していただきます。
・財団を受取人とした損害保険（火災保険）をかけていただきます。（保険料
は企業負担）
・割賦設備の固定資産税を負担しなければなりません。
・維持管理費は負担していただきます。

・リース期間中及びリース期間終了後においても所有権は財団にあります。（リー
ス期間満了後は、返還するか再リースするかを選択していただきます。）

・リース料は経費として全額経費処理できます。（そのため、節税効果があり
ます）
・減価償却、固定資産税、損害保険料の支払いなどは財団が負担します。（管
理事務も不要）
・契約時に自己資金が不要です。

・維持管理費は負担していただきます。
・リース期間中は、リース設備の更新及び中途解約はできません。
・リース期間満了後、ご希望により、原契約の1か月分のリース料で１年間の
再リース契約が可能です。再リースは何回でもできます。
・リース設備は再販可能なものに限ります。

所
有
権

メ
リ
ッ
ト

留
意
事
項
等

割　　賦 リ ー ス

【お申し込み・　
　お問い合せ先】 （財）京都産業21 産業振興部 設備導入支援グループ TEL：075-315-8591　FAX：075-315-9240

E-mail：setubi@ki21.jp

異動のお知らせ
○  新任（平成17年6月29日付け） 
・安井久典 （企業間交流推進グループ長）

○  退任（平成17年6月28日付け） 
・井上正一  （企業間交流推進グループ課長・グループ長）
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Policy

中小企業技術センター施策

平成17年度の事業推進に当たっては、「産業支援センターとしてのワンストップ支援体制の強化」、「企業の技
術基盤の強化支援」、「京都産業の新事業展開支援」、「産学公連携の推進」を4本の柱として、急速に変化・発展
する技術革新への対応力の強化や産学公連携等の促進、新商品開発など技術力を生かした企業への支援強化を
図っていきます。

支援機能及び主要事業

産業支援センターとしてのワンストップ支援体制の強化
　中小企業技術センターとして技術支援機能に特化するとともに、経営支援を行う財団法人京
都産業21と一体となって、「京都府産業支援センター」として、中小企業を経営・技術の両面か
らワンストップでサポートするために、総合相談窓口の設置、中小企業サポート情報・企業情報等
の一体的な発信提供など、支援体制の強化を図り、顧客視点での迅速・柔軟かつ効果的サービス
を提供します。

企業の技術基盤の強化支援
　急速な産業構造変化の中で、中小企業が自らの「強み」を再認識し、これを生かして力強く活
動できるよう、自社だけでは対応が困難な技術開発等に関する支援を行うとともに、各種固有技
術の相談や技術的裏付けをとる依頼試験や機器貸付による開発支援、企業等の委託に応じた研
究者養成を行います。
　また、企業や大学と当センター職員による共同研究及び業界ニーズに基づく開発研究を中心
に行い、実用化を進めるとともに、その成果を広く公開し、中小企業の技術振興を図ります。
　更に、急速に進歩する技術動向等を中小企業者が的確に把握し、技術革新等に役立てるため、
環境や情報化に関するトピックス等について、技術の各分野における各種研究会、セミナー、講
習会等を開催します。

京都産業の新事業展開支援
　世界水準の芸術・工芸、伝統と先端技術、高度な学術研究機能や優れた人材供給力などを有
する京都の地域特性を生かし、京都産業ならではの新規事業展開を図るため、試作産業、QOL（生
活の質）産業、環境関連産業、IT関連産業という新京都ブランド分野における技術的支援、もの
づくり企業の技術集積及び知財情報の調査分析等を実施します。

産学公連携等の推進
　産学公連携等のコーディネート機能を強化し、企業、大学等の技術連携、共同研究などを推進
し、新技術・新製品の創造を通じた新産業の育成を図ります。
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平成17年度 重点事業

総合相談窓口の設置
中小企業のあらゆる相談をサポートするため、財団法人京都産業21と総合相談窓口を設置し、経営・技術両面のワンストッ
プ支援体制を強化していきます。

中小企業サポート情報等の一体的な発信、提供
中小企業のサポート情報等を、財団法人京都産業21と一体となって、ホームページ、メールマガジン、情報誌等で発信、提
供します。

I　産業支援センターとしてのワンストップ支援体制の強化I　産業支援センターとしてのワンストップ支援体制の強化

1　企業のものづくり支援
依頼試験や機器貸付によるものづくり支援
中小企業等における固有技術への対応・製品開発や品質向上を支援するため、依頼による試験・分析・計測等を通し、技術
的アドバイスを行うとともに、企業の技術者が自ら試験・評価等を行えるように機器を開放し、中小企業発展のベースとなる
ものづくり技術をしっかりと支えていきます。

研究会・セミナー等による人材育成
各技術分野において、研究会やセミナー等を実施し、技術者の技術力、製品開発力等の向上を図ります。

2　企業ニーズに基づく研究開発の推進
新たなチャレンジを行う中小企業等に役立つ技術課題について、企業や大学と当センター職員による共同研究14テーマ
及び業界ニーズに基づく開発研究等4テーマを実施するとともに成果の業界普及を図ります。

3　企業の国際競争力強化支援
環境創造型企業支援事業
欧州有害化学物質規制（RoHS指令、WEEE指令）等の国際的な化学物質規制への対応、環境ISO14001認証取得・維持
の支援、環境ビジネス・エコプロダクトへの取組みを支援します。

電磁環境適合性（EMC）国際規制対応支援事業
電気・電子機器関連業界は、欧州、米国を始め、中国、韓国など全世界で実施されているEMC（雑音電磁波）規制や国内で
の同規制（JIS化など規制）をクリアーしないと、国内外で製品を販売できない状態にあります。そこで、計測機器と電波暗
室を提供して関連業界が同規制を効率的にクリアーできるよう支援します。

4　産業デザインの振興
戦略的デザインの導入及び活用の支援
企業がより一層の高付加価値化や差別化を図り競争力を高めるために、明確な経営理念のもとに会社自体を、そして各商
品やサービスなどを有形無形の資産として創造し活用する「戦略的デザイン」の導入・活用を支援します。

I I　企業の技術基盤の強化支援II　企業の技術基盤の強化支援

新産業創出支援への技術的支援
試作産業・健康創出産業振興など新京都ブランド分野への技術的支援を行います。

知財活用のシステム化
府内の中堅から中小のものづくり企業の技術集積及び知財情報の調査分析を行います。
中小企業等を計画的に訪問し、技術課題に関する相談に対応するとともに、事業内容の詳細や企業シーズ・ニーズを把握し
て、産学公連携、新連携のコーディネートなど、より有効な企業支援施策に役立てます。

III　京都産業の新事業展開支援III　京都産業の新事業展開支援

産学公連携等による技術開発支援事業
企業の新製品開発を目的とした提案公募型研究開発の産学公コンソーシアムのコーディネート・編成を進め、公募事業へ
の応募・共同研究を推進します。

学研都市研究シーズ活用・連携事業
産学公連携等の促進・強化を目的に、優れた研究シーズを有する学研都市の研究機関・大学と企業の出会い・交流の場を提
供することにより、技術交流と人的ネットワークの形成・拡大を図ります。

IV　産学公連携等の推進IV　産学公連携等の推進

Policy

中小企業技術センター施策
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I　産業支援センターとしてのワンストップ支援体制の強化

II　企業の技術基盤の強化支援

III　京都産業の新事業展開支援

IV　産学公連携等の推進

Service Menu

中小企業技術センターの事業から

京都府では、府内の中小企業が、創造的・先駆的な技術開発や製品開発等に取り組む中で起こる様々な技術的課題を
解決するために『ハイテク技術巡回指導事業』を実施しております。
御相談いただいた内容に応じて、無料で下記の特別技術指導員や大学教授などの専門家により、新規技術の導入や

対象分野の最新動向、製品開発における課題の早期解決に向けて助言・指導をいたします。随時受け付けておりますの
で、お気軽に御相談ください。

御相談ください、ハイテク技術巡回指導御相談ください、ハイテク技術巡回指導御相談ください、ハイテク技術巡回指導

平成17年度京都府中小企業特別技術指導員一覧（44名）

電子工学

電気工学

電波工学・信号処理

電子応用計測

電子材料

高周波回路

光計測

光デバイス

光材料加工

機械要素

機械加工

精密機械加工

塑性加工

マイクロ加工

無機材料

窯業

鋳造

熱処理

表面処理

化学（塗装）

窪田 規

雨谷 昭弘

佐藤 亨

竹村 孝爾

小泉 直一

中島 將光

北野 正雄

森本 朗裕

吉門 進三

筒井 真作

久保 愛三

松原 厚

垣野 義昭

山口 克彦

杉山 進

山本 徳治

浅見 薫

石田 信吾

小林 武

牧 正志

粟倉 泰弘

櫻庭 寿彦

平野 正夫

安保 正一

宗宮 功

武田 信生

川崎 昌博

小田 耕平

加藤 薫

谷 吉樹

北畠 直文

高橋 克忠

湊 小太郎

竹野内 勝次

杉浦 司

藤田 和弘

西村 武

恩地 惇

増山 和夫

塚田 章

大原 雄寛

鈴木 佳子

中村 隆一

間宮 武雄

化学（材料応用）

化学（光触媒）

環境工学

環境工学

環境計測

応用微生物

食品（冷凍・冷蔵）

食品

食品

食品（生物物理化学）

情報科学

情報工学

情報工学

人間工学

工業デザイン

工業デザイン

プロダクトデザイン

グラフィックデザイン

グラフィックデザイン

インテリアデザイン

工業所有権

機械設計
（3次元CAD）

画像工学、
コンピュータ法工学

高温反応工業、
セラミックス化学

（株）日本工業技術開発
研究所 代表取締役

京都大学大学院
情報学研究科 教授

京都工芸繊維大学
助教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

京都工芸繊維大学
名誉教授

倉敷芸術科学大学
教授

京都工芸繊維大学
名誉教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

櫻庭技術士事務所
所長

（元）（社）大阪硝子
工業会 技術顧問

同志社大学 教授

リサーチデザイン
研究所 所長

大阪府立大学大学院
工学研究科 教授

龍谷大学 教授、
京都大学 名誉教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

京都大学大学院
工学研究科 教授

京都工芸繊維大学
教授

加藤技術士事務所
所長

奈良先端科学技術
大学院大学 教授

京都大学大学院
農学研究科 教授

大阪府立大学
名誉教授

奈良先端科学技術
大学院大学 教授

竹野内情報工学
研究所 所長

京都工芸繊維大学
監事

（株）GK京都
相談役

京都工芸繊維大学
名誉教授

京都市立芸術大学
助教授

京都市立芸術大学
名誉教授

間宮特許事務所
所長

杉浦システム
コンサルティング・インク

龍谷大学 助教授

成安造形大学 教授

京都女子大学 教授

同志社大学 教授

CADコンサルタント

京都大学 名誉教授

京都大学 名誉教授

（元）京都大学 助教授

立命館大学 教授

立命館大学 教授

関西大学 教授

専 門 分 野 氏 　 名 所 　 属 専 門 分 野 氏　名 所　属

京都府中小企業技術センター
基盤技術室  化学・環境担当

【お問い合せ先】 TEL：075-315-8633　FAX：075-315-9497
E-mail：kiban@mtc.pref.kyoto.jp
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中小企業技術センター刊行物のご案内中小企業技術センター刊行物のご案内

大学等研究機関の
微細加工技術シーズ

参加企業の固有技術、ニーズ
機械、電子部品、バイオチップ、医用機器

微細加工技術融合
新技術・
新産業創出

当センターでは、マイクロとナノ加工領域での産学公の技術・人的交流を目的に、マイクロ・ナノ融合加工技術研究会を開催しています。
 ナノテクノロジーが期待の新技術として注目されるなど、超微細化・高機能化の市場ニーズはますます高まることが予想されます。そこで、当センターでは、大学
等研究機関の微細加工技術に関連するシーズと会員企業が保有する固有の技術やニーズとを融合することにより、新技術・新産業の創出を図ることを目的にマ

イクロ・ナノ融合加工技術研究会を開催します。研究会のコーディネートは、立命館大学理工学部教授杉山進氏に
ご協力をいただくとともに、年4回開催の例会ではマイクロマシニング：MEMS関連技術や精密機械加工技術を
テーマとして、最先端の研究開発を行っている大学等研究者による講演会、加工機メーカの技術者による技術情
報の提供、会員企業相互の交流会等を実施しています。なお、研究会への入会は随時受け付けています。また、例
会を単発で聴講することも可能です。
　詳しくは、当センター応用技術室 表面・微細加工担当にお問合せいただくか、当センターホームページ
（http://www.mtc.pref.kyoto.jp/kenkyukai/micro/2005/index.html）をご覧ください。

～微細精密加工技術展2005調査レポート～

Technical Trend Information

技術トレンド情報

2005年5月25日から28日の4日間、インテックス大阪において、「微細精密加工技術展2005」：Micro 
Manufacturing Technology Show 2005（MMTS 2005）が開催されました。
　この4月に当センター組織改変に伴い設置された「表面・微細加工担当」が、この技術展に参加して得られた情報と
ともに、微細・精密加工技術の動向について報告します。

 「微細精密加工技術展2005」は「フューチャー・コアの創生～確かな
モノづくりの未来～」をテーマに、世界におけるわが国製造業の競争優
位を堅持するためモノづくりに関わる各種微細・精密加工技術の最高水
準を展示・紹介し、その普及と更なる発展を図ることを目的に開催され
たもので、工作機械を中心とした、関連の加工機、工具、加工技術に関す
る内容でした。
　インテックス大阪2号館の広大な会場に、微細・精密加工技術に関係
する約180の企業・大学等による展示ブースが設営されました。ブース
は、工作機械の本体とドリルなど工作治具の出展を中心とした「加工機械・
関連機械機器ゾーン」、これら機械・治具を駆使してさまざまな材料の加
工技術を出展する「加工技術・加工部品ゾーン」に大別されています。
　さらに、会場中心部には参加企業による各種加工・測定をデモンストレー
ションする約40m2の「微細精密加工工場」と名づけられたゾーンが設
けられていました。このゾーンは実際の作業環境を確保するため、会場
床のコンクリートを剥がし、40センチ掘り下げて、再度うめ直すことで作
業中の振動を抑制するとともに、装置が作動中に一定温度を保てるよう
に外部をアクリル板で囲って恒温室化するなど、本格的な企画となって
いました。この場で、各ライバルメーカの面前で技量を披露するのです
から当然の準備なのかもしれません。

　今回の技術展には、さまざまな加工目的、加工方法が展示されましたが、
ここですべてを報告することは難しいので、微細穴や微細な溝が形成で
きる加工技術についていくつか報告します。
①髪の毛、3分の１太さのエンドミル
最も微細なエンドミルは直径が0.03ｍｍ、髪の毛3分の１の太さに、
2枚のねじれ刃が加工されている。このような細い刃先を毎分４万回
転以上させて20ｍｍ×20ｍｍほどの鋼材に日本地図が描かれていた。
切削による超微細加工技術である。
②電子基板用穴あけドリル
もっとも細い穴あけドリルの直径は0.02ｍｍである。このような極細
ドリルが試作品ではなく量産化されようとしている。ドリルによる電子
基板の穴径はまだまだ小さくなりそうだ。
③究極の微細穴加工技術
金属加工のある受託メーカのブースを訪ねると、彼らは市販の工作機
械を使ってアルミ材に直径0.008ｍｍの穴を開けるのだと言う。当
然ドリルは市販のものでは間に合わない。自分たちでドリルを加工し
ているのだという。こうした企業1社1社のノウハウの蓄積が、日本産
業の競争力となっているのだと感じた。顕微鏡を覗けば見える小さな

穴というに過ぎないかもしれないが、これにいたるまでの装置の調整、
工具の形状、加工条件などすべてを調和できる技能の結晶であり、世
界で彼らにしかできない加工があるのだ。彼らはこの夏にも直径
0.005ｍｍを実現できるとのことである。

　ところで、この技術展のタイトルにもある「精密加工」と「微細加工」
の違いはどこにあるのでしょうか。明確な定義はありませんが、精密加工
とは、目標寸法、粗さなどが狙っている値との偏差を小さくすることを最
も重要とする加工であり、加工サイズが小さい必要はありません。用途
の代表例は高級カメラや望遠鏡のレンズ加工などがあげられます。一方、
微細加工は加工サイズが小さいことが重要であり、目標寸法との偏差は
最重要ではありません。とにかく目に見えないほど小さいということが
ポイントです。微細加工の代表例はＬＳＩなど半導体や液晶ディスプレイ
の加工技術があげられます。今日、パソコンの集積回路の配線スケール
は１μｍの10分の１以下になっています。しかし、これは平面的な加工精
度であって、高さ方向に距離のある立体的で複雑な加工に対する精度
はあまり高くありません。本来、半導体加工は写真製版技術を応用した
ものであり、平面的加工あるいは平面を多数重ね合わせる加工技術と
いえます。立体的な加工はやはり機械加工が優勢といえます。
　
　精密加工と微細加工とを同時に実現することは困難ですが、今日では
微細でありながら同時に精密な加工のニーズが拡大しています。たとえ
ば、最近一般家庭への普及が進むＤＶＤビデオ用のピックアップレンズを
成型するための金型が代表例です。小さな電子部品に組み込める微小
サイズでありながら、従来の光学特性を保持しなければなりません。また、
このような微細で精密なレンズの加工技術が、高性能な電子製品の基
盤を支えているといえます。
　また、同時に開催された講演会で、次世代の半導体加工には、まったく
新しい機械加工技術が不可欠あるという例が紹介されました。現在、超
ＬＳＩの微細加工には、波長0.2μｍの紫外線レーザー等が用いられてい
ますが、更なる微細化のためにはＸ線を用いることが検討されており、
この実現には、機械加工による超精密で自由な曲面を持つミラーにより
Ｘ線をねらいどおりに材料に照射させる技術が不可欠とのことです。こ
れら技術が完成すれば、半導体はさらに高機能化し電子機器の世界も大
きく変化することが期待できるとのことです。
　このように、精密加工は新たな微細加工を生み出し、そして微細・精密
が一体化することで、また新たな製品・産業が創造されるのではないでしょ
うか。

京都府中小企業技術センター
応用技術室 表面・微細加工担当

【お問い合せ先】 TEL：075-315-8634　FAX：075-315-9497
E-mail：nanokakou@mtc.pref.kyoto.jp
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Information

中小企業技術センターからのお知らせ

中小企業技術センター刊行物のご案内中小企業技術センター刊行物のご案内中小企業技術センター刊行物のご案内

「京都府産業の展望」２００５年版

中小企業経営ハンドブック「自社でしよう・自社でできる 勇気で始める自社貿易」

※なお、両冊子とも当センターのホームページで全文を御覧いただけます。
京都府産業の展望2005年度版     http://www.mtc.pref.kyoto.jp/tenbo/2005/2005.html
中小企業経営ハンドブック           http://www.mtc.pref.kyoto.jp/manual/no_26/index.html

京都府中小企業技術センター
企画情報室 企画担当

TEL：075-315-9506　FAX：075-315-1551
【お申し込み・

　　お問い合せ先】
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資料：総務省統計局「家計調査」

図1 家計消費支出（実質）（全国・全世帯）
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資料：近畿陸運局京都陸運支局、日本自動車工業会

※2004年1月分より分類基準がシャシーベースからナンバーベースに変更

図3 乗用車新車販売台数
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資料：日本百貨店協会、京都百貨店協会

図2 百貨店売上高
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－全国と京都府の動き－（平成17年1月～）

Economic Indicators

経済指標

～輸出減少と電子産業調整あるものの景気回復に向け底固い動き～
　景気回復を牽引してきた輸出の減少と電子・半導体産業の調整局面入りで、一部製造業の生産、設備投資に一服感も

みられますが、機械受注、産業用大口電力消費は底固く、雇用改善が続いており、企業倒産も減少基調であり、景気は依

然として回復基調にあります。一方、消費は弱含みで推移しており、上昇基調の企業物価に対し、消費者物価は軟調に推

移しています。

最近の経済指標最近の経済指標最近の経済指標

＜概況＞
●消費動向…全国の実質家計消費支出は、本年1月のプ

ラス0.5を除いて昨秋以降は前年比マイナス

が続いています。百貨店売上高は、京都では1

月に前年同月比プラス1.1になったが2月以

降はマイナスとなり、全国的には昨年3月以降

マイナスが続いています。乗用車新車販売台

数は、全国、京都とも、1～3月は前年比マイナ

ス、4月はともに8％台のプラスとなりました。

新設住宅着工戸数は、全国、京都とも、月によ

り揺れはあるものの概ね堅調に推移していま

す。

●設備投資…船舶・電力を除く民需の機械受注額（全国）

は、伸び率は鈍化しているが底固い動きを示

しています。

●鉱工業生産…生産指数や大口電力消費量の動きから見て、

昨年は堅調に推移していた鉱工業生産は、外

需の落ち込みと半導体景気の後退から2月頃

を底とする調整局面を迎えましたが、4月には

回復の兆しも現れており、谷は比較的浅いと思

われます。京都の生産指数は、直近のピークで

ある平成16年8月を除き、全国より低めの水

準で推移しています。

●雇用動向…有効求人倍率は、全国、京都とも、回復を続け、

全国的には４月には0.94まで回復してきました。

完全失業率も低下傾向にあり、平成16年3月

以降、4％台で推移し、17年4月には4.4％ま

で回復しています。

●物価動向…企業物価は、平成16年3月以降、前年比プ

ラスが続いています。消費者物価は、全国、京

都とも、平成16年10月に前年比プラスに転じ

たが、今年に入って再びマイナスとなっています。

●企業倒産…企業倒産は全国及び府内ともに落ち着いた

動きとなっているが、月により小口倒産多発で

件数が増加したり、大口倒産発生で負債金額

が増加することもあります。大局的に見れば、

府内及び全国の倒産件数、負債金額とも減少

基調といえます。
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資料：国土交通省「住宅着工統計」

図4　新設住宅着工戸数
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図5 機械受注額（船舶・電力を除く民需）（全国）
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資料：内閣府「機械受注統計調査報告」

受注額

図10 製造業の所定外労働時間指数（規模30人以上）
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資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」、京都府統計課

資料：電気事業連合会、関西電力株式会社

図8　産業用大口電力消費量
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資料：総務省統計局、厚生労働省、京都労働局

図9 完全失業率・有効求人倍率
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資料：日本銀行、総務省統計局、京都府統計課

図11　企業物価指数（全国）及び消費者物価指数（2000年＝100）
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図12 倒産件数・負債総額（京都）
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資料：東京商工リサーチ京都支店
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図13 倒産件数・負債総額（全国）
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資料：東京商工リサーチ
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図6　貿易指数等（全国）
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資料：財務省「貿易統計」、日本銀行「金融経済統計」
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資料：経済産業省、京都府統計課
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図7 鉱工業生産・出荷・在庫指数（全国）（2000年＝100）
及び鉱工業生産指数（京都）（2000年＝100）
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京都府中小企業技術センター
企画情報室 情報・調査担当

【お問い合せ先】 TEL：075-315-9506　FAX：075-315-1551
E-mail：joho@mtc.pref.kyoto.jp
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○申込は、事前に相談内容を当財団 お客様相談室ま
でご連絡ください。
TEL 075-315-8660 FAX 075-315-9091

○申込は、事前に相談内容を当財団 産業振興部 マー
ケティング支援グループまでご連絡ください。
TEL 075-315-8590 FAX 075-315-9240

○申込は、事前に相談内容を当財団海外ビジネスサポー
トセンターまでご連絡ください。
TEL 075-325-2075 FAX 075-325-2075

日時：7月12日(火)10:00～12:00
場所：京都府産業支援センターB1F

日時：7月12日(火)10:00～16:00
場所：京都府産業支援センター4F

日時：7月12日(火)15:00～16:30
場所：京都府産業支援センター5F

日時：7月13日(水)10:30～12:00
場所：京都府産業支援センター4F

日時：7月14日(木)10:00～12:00
場所：京都府産業支援センター5F

日時：7月14日(木)13:10～16:40
場所：京都府産業支援センター5F

日時：7月19日(火)10:00～16:00
場所：京都府産業支援センター4F

日時：7月22日(金)13:30～16:30
場所：京都府産業支援センター3F

日時：7月22日(金)13:30～17:00
場所：京都府産業支援センター5F

日時：7月25日(月)13:30～16:00
場所：京都府産業支援センター1F

日時：7月26日(火)13:30～16:00
場所：京都府産業支援センター1F

日時：7月27日(水)13:30～16:00
場所：京都府産業支援センター1F

日時：7月28日(木)13:30～16:00
場所：京都府産業支援センター1F

日時：7月29日(金)13:30～16:00
場所：京都府産業支援センター1F

日時：7月20日(水) 9:00～12:00
場所：京都府産業支援センター5F

日時：7月20日(水)13:30～16:30
場所：京都府産業支援センター5F

日時：7月20日(水)13:30～16:30
場所：京都府産業支援センター3F

日時：7月21日(木)13:30～16:30
場所：京都府産業支援センター4F

製品開発支援セミナー（曲面微細形状測定システム）

製品開発支援セミナー（示差熱・熱重量測定装置）

製品開発支援セミナー（Ｘ線回折装置）

製品開発支援セミナー（光デバイス作成・光計測）

マイクロ・ナノ融合加工技術研究会

製品開発支援セミナー（蛍光Ｘ線分析装置）

製品開発支援セミナー（3次元CADソリッドモデリング）

製品開発支援セミナー（3次元CADサーフェスモデリング）

製品開発支援セミナー（3次元CAM CaelumKKen）

製品開発支援セミナー（3次元CAM WorkNC）

製品開発支援セミナー（3次元CAE 構造解析）

製品開発支援セミナー（DVD-Video製作）

京都陶磁器釉薬研究会

製品開発支援セミナー（温湿度サイクル試験機等）

京都品質工学研究会 輪読会

京都品質工学研究会 定例会

製品開発支援セミナー（簡易デジタル映像製作）

製品開発支援セミナー（レーザー回折式粒度分布測定装置）

KIIC会員交流会「Kyoohoo!?例会」KIIC会員交流会「ライフサイエンス研究会」
日時：7月27日(火)18:00～
場所：京都府産業支援センター2F

日時：7月11日(月)15:00～
場所：京都府産業支援センター2F

取引適正化無料法律相談日
（毎月第二火曜日　13：30～16：00）

専門家特別相談日
（毎週木曜日　10：00～16：00）

海外ビジネス特別相談日
（毎週木曜日　13：00～17：00）

日時：7月21日(木)13:30～16:30
場所：京都府産業支援センター3F

製品開発支援セミナー（フーリエ変換赤外分光分析装置）

日時：8月4日(木)10:00～12:00
場所：京都府産業支援センター5F

京都品質工学研究会 輪読会

日時：8月4日(木)13:10～16:40
場所：京都府産業支援センター5F

京都品質工学研究会 定例会

KIIC会員交流会「2005 第2回 e-ビジネス倶楽部」
日時：7月28日(木)16:00～
場所：京都府産業支援センター2F

 IT講習会「情報セキュリティ講習会」
日時：7月29日(金)10:00～17:00
場所：京都府産業支援センター2F

創援隊交流会
日時：8月1日(月)14:00～17:00
場所：新都ホテル

KIIC会員交流会「JFKプロジェクト」
日時：8月3日(水)18:00～
場所：京都府産業支援センター2F

KIIC会員交流会「ライフサイエンス研究会」
日時：8月8日(月)15:00～
場所：京都府産業支援センター2F

KIIC会員交流会「マーケティング研究会」
日時：7月12日(火)16:00～
場所：京都府産業支援センター交流サロン

ベトナム投資セミナー
日時：7月14日(木)13:30～
場所：京都府産業支援センター2F

異業種京都会「講演と交流のつどい」
日時：7月21日(木)15:00～
場所：京都ブライトンホテル

KIIC会員交流会「JFKプロジェクト」
日時：7月22日(金)18:00～
場所：京都府産業支援センター2F

京都インターネット利用研究会7月例会「情報保護とセキュリティ管理」
日時：7月27日(水)15:00～17:30
場所：京都府産業支援センター5F研修室

編集協力／ショウワドウ・イープレス株式会社

http://kyoto-isc.jp/ 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町134

http://www.mtc.pref.kyoto.jp/

代表 TEL 075-315-2811 FAX 075-315-1551

けいはんな分室 〒619-0237 京都府相楽郡精華町光台1丁目7（けいはんなプラザラボ棟）
TEL 0774-95-5027 FAX 0774-98-2202

http://www.ki21.jp/

代表 TEL 075-315-9234 FAX 075-315-9091
けいはんな支所 〒619-0237 京都府相楽郡精華町光台1丁目7（けいはんなプラザラボ棟）

TEL 0774-95-5028 FAX 0774-98-2202
北部支所 〒627-0011 京都府京丹後市峰山町丹波139-1（京都府織物・機械金属振興センター内）

TEL 0772-69-3675 FAX 0772-69-3880

※ビル・トッテン氏
（（株）アシスト 代表取締役）講演

Event Schedule

行事予定表


